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中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告 

 

平成 26 年７月 29 日 

 

１ はじめに 

  平成 26 年度の地域別最低賃金額改定の目安については、累次にわたり会議を開催し、

目安額の根拠等についてそれぞれ真摯な議論が展開されるなど、十分審議を尽くした 

ところである。 

 

２ 労働者側見解 

労働者側委員は、①各ランク区分ともに昨年を上回る目安額となること②マクロの経

済成長が所得向上に反映されること③組織労働者の賃上げが最低賃金にも反映される

こと④生活保護との乖離解消は単年度で行われること⑤足下の物価上昇について配慮

すること⑥ランク間格差の解消を図ること⑦最低賃金の適切な水準について議論を深

めることが必要であるとし、特にＣ・Ｄランクの本来あるべき水準を加味した審議を行

うべきと強く主張した。 

しかしながら、賃金改定状況調査が重視され、その賃金上昇率での引上げ議論が中心

となっている。賃金上昇率を重視することは、「生活できる賃金」「ナショナルミニマム

としての水準」議論を深化させることにはつながらない。これまでの「成長力底上げ戦

略推進円卓会議合意」や「雇用戦略対話合意」を踏まえつつ、審議会として最低賃金の

適切な水準や、それへの実現に向けた目安審議のあり方について、議論を深化させるべ

きであると主張した。 

労働者側委員としては、上記主張が十分に考慮されずに取りまとめられた下記１の公

益委員見解については、受け入れられないと表明した。 

 

３ 使用者側見解 

使用者側委員は、企業の経営環境は、安倍政権の経済政策によって、総じて改善して

きているが、中小企業・小規模事業者では、円安による原材料価格や燃料費の高騰など

によるコスト増や、人手不足による人件費の増大への対応に苦慮していることに加え

て、取引先企業の海外進出による受注の減少や、地域における人口減少などのマイナス

要因もあり、景況感に大きな改善が見られるまでには至っていない。このような現状を

踏まえると、中小企業・小規模事業者の活力を削ぐような事態を招くことになれば、地

域の雇用・経済に深刻な悪影響を与えることになると主張した。 

過去５年間にわたって、生活保護との乖離解消や、生産性と関係なく引上げを最優先

する審議が続いたことにより、大幅かつ急激な引上げが続いてきた。その結果、影響率

も上昇し、最低賃金の引上げが企業経営に与えるインパクトが従来以上に高まっている

と主張した。 

賃金水準の引上げは生産性向上に裏付けられた付加価値の増加を伴うものでなけれ

ばならない。ベアに相当する最低賃金の引上げは、生産性向上とセットで考えるべきで

ある。したがって、中小企業・小規模事業者に対する生産性向上のための政府の支援策
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の成果が生産性の上昇という明確な形で認められることが大変重要であり、十分な生産

性の上昇が確認できないまま、最低賃金の大幅な引上げだけが求められることになれ

ば、引上げの具体的な根拠が説明できない目安を地方最低賃金審議会に示すことにな

る。そうなれば、地方での審議において大きな混乱を招くことになり、ひいては、目安

そのものに対する信頼が失われることになりかねないと主張した。 

また、生活保護水準との乖離解消については、これまでのルールに則って、今年度も

着実に取り組むべきであると主張した。 

消費税引上げについては、規模が小さい事業者ほど価格転嫁が出来ておらず、経営を

圧迫しているという実態がある。また、中小企業の景況感についても、先行き不透明な

状況が続いており、地方の中小企業からは、人手不足のために、生産・営業活動を抑制

しているという声もあり、自社の支払い能力を超える引上げの目安を示すことは、雇用

への悪影響だけでなく、事業の存続をも危うくする。売上はあっても利益が出ていない

というのが、多くの中小企業・小規模事業者の現状である。この状況が続けば、企業と

してもいずれ人件費や人員の削減といった手段を選択せざるを得ないと主張した。 

今年度のランク別の目安については、「法の原則」である、地域における労働者の生

計費、賃金及び通常の事業の賃金支払能力の３要素を総合的に表している「賃金改定状

況調査結果」の特に第４表のデータを重視した審議を行うとともに、最低賃金の張り付

き状況などを踏まえた、ランクごとの実態を反映した目安とすべきである。なお、第４

表は消費税率の引上げに伴う物価上昇分も踏まえ、個々の中小企業・小規模事業者が決

定した賃上げ結果を集約したものであるので、第４表の数値に基づいた審議を行うこと

が何より重要であると主張した。 

使用者側委員としては、上記主張が十分に考慮されずに下記１及び２の公益委員見解

が取りまとめられることについて、不満の意を表明した。 

 

４ 意見の不一致 

 本小委員会（以下「目安小委員会」という。）としては、これらの意見を踏まえ目安

を取りまとめるべく努めたところであるが、労使の意見の隔たりが大きく、遺憾ながら

目安を定めるに至らなかった。 

 

５ 公益委員見解及びその取扱い 

公益委員としては、今年度の目安審議については、平成 23 年２月 10 日に中央最低  

賃金審議会において了承された「中央最低賃金審議会目安制度のあり方に関する全員 

協議会報告」の４(2)で合意された今後の目安審議のあり方を踏まえ、加えて、「経済財

政運営と改革の基本方針 2014」（平成 26 年６月 24 日閣議決定）及び「『日本再興戦略』

改訂 2014」（同日閣議決定）に特段の配慮をし、また、一定の前提の下での比較（当該

前提の下での最新のデータに基づく比較は、別添参照。）を行った結果、生活保護水準

と最低賃金との乖離額が生じている地域については、実際の賃金分布との関係等にも配

慮しつつ、上記の労使の中小企業・小規模事業者の経営実態等への配慮及びそこに働く

労働者の労働条件の改善の必要性に関する意見等にも表れた諸般の事情を総合的に勘

案し、下記１のとおり公益委員の見解を取りまとめたものである。 
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目安小委員会としては、地方最低賃金審議会における円滑な審議に資するため、これ

を公益委員見解として地方最低賃金審議会に示すよう総会に報告することとした。 

また、地方最低賃金審議会の自主性発揮及び審議の際の留意点に関し、下記２のとお

り示し、併せて総会に報告することとした。 

さらに、政府において、「経済財政運営と改革の基本方針 2014」及び「『日本再興戦

略』改訂 2014」に掲げられた中小企業・小規模事業者の生産性向上をはじめとする中小

企業・小規模事業者に対する支援等に引き続き取り組むことを強く要望する。また、行

政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金額改定によって

当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じることがないよう、発注時に

おける特段の配慮を要望する。 

 

 

記 

 

 

平成 26 年度地域別最低賃金額改定の目安に関する公益委員見解 

 

１  平成 26 年度地域別最低賃金額改定の引上げ額の目安は、表１中に掲げる金額とする。 

 

（表１） 

ランク 都道府県 金額 

Ａ 千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 19 円 

Ｂ 
茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、

広島 
15 円 

Ｃ 
北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、     

和歌山、岡山、山口、香川、福岡 
14 円 

Ｄ 
青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、

佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
13 円 

 

２(1) 目安小委員会は、今年度の目安審議に当たって、平成 23 年２月 10 日に中央最低  

賃金審議会において了承された「中央最低賃金審議会目安制度のあり方に関する全員

協議会報告」の４(2)で合意された今後の目安審議のあり方を踏まえ、特に地方最低

賃金審議会における合理的な自主性発揮が確保できるよう整備充実に努めてきた 

資料を基にするとともに、「経済財政運営と改革の基本方針 2014」（平成 26 年６月 24

日閣議決定）及び「『日本再興戦略』改訂 2014」（同日閣議決定）についても特段の

配慮をした上で、東日本大震災による地域への影響にも配意し、地域別最低賃金と実

際の賃金分布との関係等にも配慮する等、諸般の事情を総合的に勘案して審議してき
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たところである。 

目安小委員会の公益委員としては、地方最低賃金審議会においては、地域別最低 

賃金の審議に際し、目安を十分に参酌することを強く期待する。 

 

(2) 生活保護水準と最低賃金との乖離額（比較時点における最新のデータに基づく生

活保護水準と最低賃金との乖離額から、前年度の地域別最低賃金引上げ額を控除し

てもなお残る乖離額をいう。）については、表２のＣ欄のとおりであり、今後の最低

賃金と生活保護水準の比較についても、引き続き比較時点における最新のデータに

基づいて行うことが適当と考える。 

 

（表２） 

 

(3) 目安小委員会の公益委員としては、中央最低賃金審議会が今年度の地方最低賃金

審議会の審議の結果を重大な関心をもって見守ることを要望する。 

 

都道府県 

平成 24 年度データ 

に基づく乖離額 

（Ａ） 

平成 25 年度地域別 

最低賃金引上げ額 

（Ｂ） 

残された乖離額 

（Ｃ） 

(＝Ａ－Ｂ) 

北海道 ２６円 １５円 １１円 

宮城 １２円 １１円  １円 

東京 ２０円 １９円  １円 

兵庫 １３円 １２円  １円 

広島 １８円 １４円  ４円 
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生活保護（生活扶助基準（１類費＋２類費＋期末一時扶助費）＋住宅扶助）と最低賃金

生活扶助基準（１類費＋２類費＋期末一時扶助費）人口加重平均＋住宅扶助実績値

最低賃金額×１７３．８×０．８４４

注１）生活扶助基準（１類費＋２類費＋期末一時扶助費）は１２～１９歳単身である。

注２）生活扶助基準は冬季加算を含めて算出。

注３）生活保護のデータは平成２４年度、最低賃金のデータは平成２５年度のもの。

注４）０．８４４は時間額６５２円で月１７３．８時間働いた場合の平成２４年度の税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比率。

単位：円


